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[S&P]日本船主責任相互保険組合を「BBB」に据え置き、アウトルックは引き続

き「安定的」 

 

 日本船主責任相互保険組合では予定外追加保険料の徴収を通じ、自己資本基盤が強化されている。 

 このため、S&Pの自己資本モデルにおいて、同組合の修正後総資本（TAC）が「AA格」の信頼区間に相当するリスク

ベース自己資本（RBC）必要額まで改善したと判断し、同組合の財務リスクプロフィール評価を引き上げた。 

 一方、同組合の自己資本の十分性は上位の格付けに見合う水準に至っておらず、さらなる改善の余地があるとの見方

から、同組合の保険財務力格付けと長期発行体格付けを「BBB」に据え置き。 

 今後 2年間、同組合が保険引き受け業績を改善させつつ、「AA格」の信頼区間に相当する RBC必要額を上回る TAC

を維持するとの見方を反映し、アウトルックは引き続き「安定的」。 

（2023年 7月 28日、東京＝S&P）S&Pグローバル・レーティング（以下「S&P」）は本日、日本船主責任相

互保険組合の保険財務力格付けと長期発行体格付けを「BBB」に据え置いた。両格付けのアウトルックは引

き続き「安定的」である。 

 格付けの据え置きは、同組合が予定外追加保険料徴求を実施しつつも国内船主との強固な取引基盤を維持

し、かつ健全な自己資本水準を維持しているとの S&Pの見方に基づく。同組合は過去数年の保険引き受け業

績の悪化に伴い、ゼネラル・インクリース（更改時の保険料引き上げ）と契約選別などを通じた収益改善施

策に取り組んでいる。加えて、同組合は 2023年 2月に約 69億円の予定外追加保険料徴求を実施し、フリー

リザーブ（純資産＋異常危険準備金）の積み上げを図った。このため、S&Pは同組合の財務リスクプロフィ

ール評価を「適切・下位」から「適切・上位」に引き上げた。一方、同組合の自己資本の十分性は上位の格

付けに見合う水準に至っておらず、さらなる改善の余地があるとの見方から、格付けを据え置いた。 

 「安定的」のアウトルックは、同組合が今後 2年間、保険引き受け業績を改善させつつ、「AA格」の信

頼区間に相当する RBC必要額を上回る TACを維持すると S&Pがみていることを反映している。 

 今後 2年以内に、予想を上回る大型保険事故の発生などにより、自己資本水準が大きく低下する場合、格

下げとなる可能性がある。 

 一方、今後 2年以内に、フリーリザーブの積み上げにより同組合の TACが「AAA格」の信頼区間に相当す

る RBC必要額に近い水準まで改善し、かつ、同組合の収益性が少なくとも業界平均水準で維持されると S&P

が判断した場合には、格上げとなる可能性がある。 
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＜格付けリスト＞ 

日本船主責任相互保険組合 

格付け据え置き 

BBB    長期発行体格付け、保険財務力格付け 

アウトルック: 安定的 

 

 

＜格付けと評価スコア＞ 

保険財務力格付け： BBB/安定的 

アンカー値： bbb 

事業リスクプロフィール： 適切・上位 

  保険業界のカントリーリスク評価： リスクは中程度 

  事業競争力： 中程度 

財務リスクプロフィール： 適切・上位 

  自己資本と収益性： 強い 

  リスクエクスポージャー： やや高い 

  資金調達構造： 中立 

調整要素： 0 

  ガバナンス： 中立 

  流動性： 極めて高水準 

  類似格付け分析： 0 

支援： 0 

グループによる支援： 0 

政府による支援： 0 

 

ESGクレジット・インジケータ-：「E-2」「S-2」「G-2」 

＜関連格付け規準と関連リサーチ＞ 

関連格付け規準 

2021年10月20日付 一般格付け規準：信用格付けにおける環境・社会・ガバナンス（ESG）の原則 

2019年8月30日付 格付け規準｜保険会社｜一般：保険会社の格付け手法 

2011年3月2日付 一般格付け規準：信用格付けの原則 

2010年6月24日付 格付け規準｜保険会社｜一般：リスクベース自己資本モデルを用いた保険会社の自己資本の評価：手法と想

定 

 

*本格付に関する適時開示事項（金融商品取引業等に関する内閣府令第三百十三条第三項第三号）は、S&Pグローバル・レーテ

ィング・ジャパン株式会社のウェブサイトの「ライブラリ・規制関連」＞「信用格付けの概要（SPRJ）」

（www.spglobal.co.jp/pcr）でご参照いただけます。 

S&Pグローバル・レーティングの格付けについて： 

S&Pグローバル・レーティングが提供する信用格付には、日本の金融商品取引法に基づき信用格付業者として登録を受けてい

る S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社が提供する信用格付（以下「登録格付」）と、当該登録を受けていない

グループ内の信用格付業を行う法人が提供する信用格付（以下「無登録格付」）があります。本稿中で記載されている信用格

付のうち「※」が付されている信用格付は無登録格付であり、それ以外は全て登録格付です。なお、S&Pグローバル・レーテ

ィング・ジャパン株式会社が提供する信用格付の一覧は同社の日本語ウェブサイト（www.spglobal.co.jp/ratings）の「ライ

ブラリ・規制関連」で公表しています。 

 

本リポートで使用されている一部の用語、特に格付け関連要因に関する S&Pの見解を示す一部の形容詞は、S&Pの格付け規準

において特定の意味を持つため、格付け規準と併せて読まれるべきです。詳細については www.spglobal.co.jp/ratingsの「

格付け規準」をご覧ください。S&P Global Market Intelligenceの日本語情報サービス商品（年間契約制）である Research 



Online（リサーチ・オンライン）の購読者はすべての格付け情報を www.researchonline.jpで閲覧できます。本格付けアクシ

ョンの影響を受けるすべての格付けは、S&Pのウェブサイト www.spglobal.co.jp/ratingsで閲覧できます。「格付け検索」

から検索ボックスをご利用ください。 

 

S&Pグローバル・レーティング・ジャパン株式会社により付与されたグローバル・スケールの格付けは関係する信用格付け規

制に従い、欧州で承認されています。 
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